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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

76.9%

60 60

0

425 441

0

予算額

60 65 60

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

9

8年度

339

式典出席率（市内対象者)

5年度 6年度

千円 413

343

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 生涯学習課

％ 62

式典の進行・演出に不可欠である舞台照明の仕込み・操作業務を行っていただくため。

単位

文化センター舞台技術者操作委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 1

成人式

社会教育総務費

事業名

生涯学習担当

9

枝番号

事業の対象 20歳となる市民

事業の目的

活動概要

20歳を迎える市民の成人としての自覚を新たにするとともに、式典をとおしてその門出を祝福する。

成人式実行委員会が準備から式典までの企画・運営を行う。

なし

委託先

予算事業コード 1215002

9 9 9

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

1社会教育・生涯学習の振興

回 8

社会教育費

成人式実行委員会の開催数（前日リハーサル含む）

目標像

1

0

339

441

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

102

一般財源

新成人で構成される実行委員会において、式典で配布するプログラムのデザイン考案や式典で上映するスライドショーを制作

し、当日の司会進行等の運営についても実行委員メンバーで主体的に行った。

令和７年１１月１日時点での案内通知対象者　　　 ７５２名

令和８年１月１１日（日）式典出席の新成人数　　 ４８９名（市内４５０名、市外３９名）

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

276 343

0 0人

0

0

0

-

441

千円 276

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

新成人で組織する実行委員会において企画・運営を行っているため、同世代の視点で共感できる企画になっている。引き

続き実行委員会形式として、新成人が自らつくる成人式とするとともに、新成人としての自覚を促す内容となるようにす

る。

また、私立学校卒業者等、市外の小中学校を卒業した参加者も楽しめる式典運営となるよう支援する。

新成人が実行委員として参加しやすいように会議の夜間開催などをしているが、より参加しやすいようなリモート会議の

導入などを検討していく。

A

成人を迎えた市民に関する事業であるため。

理由 主に庁内と学校へ協力依頼をする必要がある事業であるため。

公共性

理由 現在割り当てられている予算は、事業を実施するために最低限必要であるため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 実行委員会をリモートでも開催できるよう検討する

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他の事業や公的機関や団体と連携をする余地がないため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

成人式実行委員会の希望者がなかなか集まらないため、周知方法や参加方法を見直し、検討する。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

570 570

0 0人

0

0

0

-

570

千円 570

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

570

570

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

0

一般財源

　活動の中から学習者が指導者やリーダーとして成長し、新たな学習者の支援を行うという、学びの循環を生み出すことができ

るため、社会教育活動を行う団体を継続的に支援した。

　また、市民の学習活動を支援していくことで、住民同士の交流の場が確保でき、地域社会の連携をより深めていくことができ

た。

　さらに、市指定民俗文化財の保護・継承の面から継続的に活動ができるよう支援することができた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1215004

5 5 5

事業 8 7

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

2社会教育・生涯学習の振興

団体

7

5

社会教育費

補助金交付団体数

和光市人権教育推進協議会事業数

目標像

1 枝番号

事業の対象
和光市ＰＴＡ・保護者会連合会、ボーイスカウト和光団、和光市人権教育推進協議会、白子囃子保存会、ささら獅子舞保存

会

事業の目的

活動概要

各種団体が育成されるようにし、また各種団体活動を盛んにする。

補助金を交付することで、各種の団体活動が充実するよう会員の増加、活動内容の充実を図る。

和光市ＰＴＡ・保護者会連合会補助金交付要綱、ボーイスカウト和光団補助金交付要綱、和光市人権教育推進協議会補助金

交付要綱、白子囃子保存会補助金交付要綱、下新倉ささら獅子舞保存会補助金交付要綱

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 1

社会教育団体活動支援

社会教育総務費

事業名

19

生涯学習担当

5

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 生涯学習課

事業 55

8 8

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

5

8年度

570

ボーイスカウト和光団事業数

ＰＴＡ・保護者会連合会事業数

5年度 6年度

19

8

千円 570

570

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

53 52 60

19事業 12

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

100.0%

8 11

60 60

0

570 570

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

社会教育関係団体や関係機関と連携し、市内での学びの循環および、文化の継承がより促進できるように今後も支援を継

続する必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

今後も対象団体の自主的な活動を、人的・物的に支援し、市内の社会教育を推進していく。

A

市内団体への活動支援に対する補助金交付のため

理由 市内団体への活動支援に対する補助金交付のため

公共性

理由 現在割り当てられている予算は、事業を実施するために最低限必要であるため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 事業内容が補助金交付であるため

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

既に他団体等と連携を取っているため

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

94.9%

1,645 979

85 90

0

12,520 13,675

0

予算額

80 83 85

1,645人 1,605

9,877千円

3

7年度 7年度

委託理由

100

8年度

12,972

地域協力者の満足度(4-5-3再掲)

講座参加人数(のべ)(10-1-4再掲)まとめ

5年度 6年度

1,645

63

千円 10,706

11,722

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

3

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 生涯学習課

％ 80

63 63

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 1

生涯学習推進

社会教育総務費

事業名

1,645

生涯学習担当

100

枝番号

事業の対象 市民

事業の目的

活動概要

生涯学習・社会教育の振興を図り、市民一人ひとりが心豊かで充実した生活を実現しているようにする。

生涯学習及び社会教育に関する諸計画の立案、意見、調査研究、またこれに伴う各種事業を推進するため、社会教育委員を

設置し、また専門性のある職員を配置して推進体制の強化を図る。

社会教育法、地方公務員法

埼玉県放課後子供教室推進事業補助金

委託先

予算事業コード 1217001

105 82 100

回 64 63

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

3社会教育・生涯学習の振興

回

51

32

社会教育費

学校支援の回数(4-5-3再掲)

講座実施回数(10-1-4再掲)まとめ

目標像

1

3

12,972

10,738

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

703

一般財源

専門性のある職員として生涯学習推進員2名、社会教育指導員1名を採用している。

生涯学習推進員は、地域学校協働活動や放課後子供教室推進など、学校の連携が欠かせない事業を主に担当している。

社会教育指導員は、講座全般を担当し、市民に対して有意義な学習機会を提供するほか、生涯学習指導者を含めた市民からの相

談に応じ、学びの循環の推進に寄与している。

実績については【4-5-3　地域学校協働活動】、【4-7-4　放課後子ども教室推進】及び【10-1-4　生涯学習講座】と同様。

※令和5年度～7年度の会計年度職員（生涯学習推進員）の人件費に係る県補助金額については【1216003　放課後子供教室推進】

に一括で計上している。

会計年度職員

業務内容
別紙補助資料のとおり

会計年度職員数（パートタイム） 人

14,028

3 3

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

12,739

10,356 11,722

0 0人

0

8,610

0

-

14,335

千円 10,356

執行率

3,597
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

地域による学校支援の持続的な活動や、子どもの放課後の居場所づくり、地域資源を活用した生涯学習講座等の各種事業

を実施するために必要な人材であるため。

学校と支援者がよりつながりやすいようにICTの活用などを検討していく。

A

専門職員を市が配置し直接関与し、地域や学校との信頼関係に基づいた公平かつ安定的な生涯学習ネットワー

クを構築するため

理由
提供する講座そのものは民間活用も可能だが、それらを地域資源と結びつけ、学校等と調整を行い継続的な事

業とするコーディネート機能は、市の公的な立場と責任において担うべきである。

公共性

理由
講座の企画や学校連携といった業務は対人関係の調整が中心であり、人手を減らすことによるコスト削減には

馴染まない業務特性がある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 対人業務や調整が主体の事業で、質を確保するため現状の運営体制・業務プロセスが最も効率的である。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

講座及び地域学校協働活動や放課後子供教室など、既に関係機関・団体等と密接に連携した体制が構築されて

いる。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

社会教育指導員については、業務の継続に十分な勤務時間を確保できる環境を整える必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



〇会計年度職員業務内容

補
助
資
料

社会教育指導員
・社会教育の特定分野についての直接指導及び学習相談に応じること
・社会教育関係団体の育成等に努めること
・その他社会教育事業に協力すること

生涯学習推進員
・生涯学習事業における学校及び地域との連携及び協力に関すること
・地域づくりに資する生涯学習事業の企画及び実施に関すること
・生涯学習事業の実施に係る関連施設との連絡調整に関すること
・市民の生涯学習活動に必要な情報の提供及び相談に関すること
・放課後子供教室事業における学校、地域及び事業者との連携及び協力に関すること
・その他、推進員の業務として教育委員会が必要と認めること。



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

44.8%

636 640

1,645 1,645

0

248 248

0

予算額

1,645 979 1,645

650人 608

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

63

8年度

103

講座参加人数

おとどけ講座参加人数

5年度 6年度

636

32

千円 241

125

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 生涯学習課

人 1,605

32 32

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 1

生涯学習講座

社会教育総務費

事業名

650

生涯学習担当

63

枝番号

事業の対象 市内在住・在勤・在学者

事業の目的

活動概要

市民の学習意欲を高める。

和光市民大学講座、学校開放講座、わこう市政学習おとどけ講座など、様々な講座を実施し、社会生活の中での学習の場を

提供する。

社会教育法

委託先

予算事業コード 1217003

63 51 63

回 32 32

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

4社会教育・生涯学習の振興

回

33

64

社会教育費

講座実施回数

おとどけ講座実施回数

目標像

1

0

111

250

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

137

一般財源

和光市民大学では、市内の関係機関から協力を得て「医療・保健」「科学」「法と税」の３分野で全10回の市民大学を実施し

た。また「家庭教育支援」として特別講座を開催した。

子ども大学わこうでは、「はてな学」「生き方学」「ふるさと学」の３つの分野で８月に実施、また県民の日には特別講座とし

て本田技研工業(株)和光ビルで事業を実施した。

＜各種講座＞

１　和光市民大学　開催回数：11回、参加人数(延べ人数)：213人

２　子ども大学わこう　開催回数：6回、参加人数(延べ人数)：122人

３　理化学研究所子ども科学教室　開催回数：1回、参加人数(延べ人数)：18人

４　和光市政学習おとどけ講座　開催回数：33回、参加人数(延べ人数)：640人

５　生涯学習指導者プロデュース講座　開催回数：1回、参加人数(延べ人数)：8人

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

123 125

0 0人

0

0

8

-

258

千円 123

執行率

8



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

低コストで多様な市民に学習機会を提供し、地域コミュニティ形成や社会参加の促進に寄与していることから、現行維持

が適当である。今後、講師確保の安定化、外部連携の拡大などの取り組みを進めることで、事業の質と効率性の一層の向

上を図る。

A

講座内容によって適切な実施主体が異なり一律に判断できないため

理由 ICT関連等、専門性の高い講座は民間の方が優れていると考えるため。

公共性

理由 講師謝礼が限られた予算の中で設定されており、無料または低額で実施可能な講師を探しているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 講師謝礼が低額のため、希望する講師が見つからず、無料講演会を探す作業に時間がかかる

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

類似講座が他機関でも実施されているため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

講師謝礼が低額なため、希望する講師を確保できず、講座内容が限定され、さらに無償講師を探す作業が増えることで、

企画の自由度が低下している。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

90.0%

42

0

155 160

0

予算額

28 34 42

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

8年度

144

和光市公民館運営審議会参加人数(延べ)

5年度 6年度

千円 152

102

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 中央公民館

人 27

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

公民館共通運営

公民館費

事業名

中央公民館

3

枝番号

事業の対象 一般市民、社会教育団体、学校

事業の目的

活動概要

公民館における各種の事業の企画実施につき調査審議する

公民館運営に関する報告、意見聴取等を行い、円滑な公民館運営に資する為の活動として、年3回和光市公民館運営審議会を

開催する。

社会教育法第２９条、３０条

委託先

予算事業コード 1219001

3 3 3

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

5社会教育・生涯学習の振興

回 3

社会教育費

和光市公民館運営審議会

目標像

1

0

144

156

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

16

一般財源

和光市公民館運営審議委員会は、公民館運営に関する報告のほか、提言、意見聴取等、円滑な公民館運営、公民館の今後につい

て議論することができた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

110 102

0 0人

0

0

0

-

156

千円 110

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

公民館運営審議会は、法令に基づき設置する審議会であり、公民館の運営に関して多様な意見、提言、要望等を聴く場と

して、充実した時間を過ごせる場所に資する事業であるため。

A

市が運営する公民館について審議してもらう審議会であるため。

理由 審議会委員の構成は法令に基づき定めているため。

公共性

理由 委員謝礼や事務用具等の消耗品が主な事業費となるため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 法令に基づき設置する審議会のため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

委員による様々な意見や提言は、公民館運営の改善に資するものとなるため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

委員の高齢化や、なり手の不足

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

94.9%

2,200 2,200

1,990

30,232 31,222

0

予算額

1,990 2,122 2,200

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

8,500

8年度

27,303

利用料金

5年度 6年度

120,000

千円 30,746

26,035

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 中央公民館

千円 2,054

120,000 120,000

単位

補助資料のとおり

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

中央公民館管理運営

公民館費

事業名

中央公民館

8,500

枝番号

事業の対象 公民館活動利用者

事業の目的

活動概要

利用者の利便性を向上する。また、学びやすい学習環境を整える。

地域住民等に学習機会及び場を提供する。また、施設の適切な維持管理・運営を行う。

なし

委託先

予算事業コード 1220001

7,340 7,694 8,500

人 83,929 89,731

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

6社会教育・生涯学習の振興

団体

102,761

7,355

社会教育費

公民館利用団体使用数

公民館利用人数

目標像

1

0

29,641

29,931

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,581

一般財源

令和7年度は、令和6年度に実施した雨漏改修工事が終了し、利用中止とした部屋がなかったことから、利用者が増加した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

27,612 28,025

0 0人

2,054

0

2,338

-

31,960

千円 25,558

執行率

2,029



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

施設の安定的な運営に資する事業であり、趣味などを通じて充実した時間を過ごせる環境づくりを進めている。

A

市民の社会教育に資する施設であるため。

理由 利用料減免制度もあり、営利法人等の提供は困難である。

公共性

理由 施設運営にあたり必要な委託や使用料等のため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 引き続き委託料等について精査していく。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市が運営する施設のため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

施設が老朽化し、修繕の頻度が多くなっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

43.1%

2 5

0

780 364

0

予算額

1 - 5

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

30

8年度

157

自主サークル化した数

5年度 6年度

2,000

千円 794

217

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 中央公民館

団体 -

2,000 2,000

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

中央公民館講座開催

公民館費

事業名

中央公民館

80

枝番号

事業の対象 市町村その他一定区域の住民

事業の目的

活動概要

①住民の教養を向上させる。②健康を増進する。③生活文化を振興する。④社会福祉を増進する。

実生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を行う。少年、親子、成人、高齢者を対象としたニーズに即した多

様な講座を開催する。

なし

委託先

予算事業コード 1221001

28 28 80

人 954 947

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

7社会教育・生涯学習の振興

回

1,543

52

社会教育費

講座開催数(三館合同事業を含む)

講座参加者数(三館合同事業を含む)

目標像

1

0

157

717

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

207

一般財源

令和7年度は、公民館の認知度向上及び利用者の掘り起こしのため、公民館に来てもらうことを目的に、イベント開催を中心に

行った。特に、三館共催の人権講座では、障害者週間とあわせたイベントとして、ごちゃまぜまつりの中でコンサートを開催

し、ロビーが盛り上がるなど、公民館の認知度向上及び利用者の掘り起こしに努めた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

414 217

0 0人

0

0

0

-

717

千円 414

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

社会情勢を反映した講座の実施や異なる団体のコラボレーションによる講座の実施など、魅力的な講座の企画・実施を検

討していく。

A

住民の教養向上のため、市が実施主体となるもの。

理由 収益性が低いため。

公共性

理由 謝礼等の謝礼が主であるため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 参加者の多い、効果的な講座を検討していく。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他の公民館と合同開催する等、講座によって効率化できる場合がある。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

多様なニーズがあるため、特定の講座では参加人数が集まらない場合がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

84.7%

4,500 5,000

0

646 531

0

予算額

2,500 4,500 3,000

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

65

8年度

450

文化祭の来場者数

5年度 6年度

千円 426

458

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 中央公民館

人 2,000

単位

公民館文化祭会場設営撤去業務委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

中央公民館文化祭

公民館費

事業名

中央公民館

65

枝番号

事業の対象 公民館利用者及び地域住民

事業の目的

活動概要

社会教育施設の新規利用者の拡大を図りつつ、公民館利用団体間のコミュニケーションを深め、相互間交流の場とする。

利用団体の日ごろの活動の成果発表の場として文化祭を開催し、地域住民との交流を図る。

なし

委託先

予算事業コード 1221002

40 40 65

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

8社会教育・生涯学習の振興

団体 51

社会教育費

文化祭の参加団体数

目標像

1

0

450

607

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

81

一般財源

令和7年度の文化祭は、10月24日から26日までの3日間にわたり開催した。会場レイアウトを大幅に変更し、ロビーで飲食をしな

がらコンサートを楽しめたり、体育室では展示とともに体験できるブースを設け、来場者数が増加した。

中央公民館文化祭は各団体の活動成果を地域住民に発表する場としてだけでなく、地域住民などの交流の場となるイベントとし

て開催している。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

416 458

0 0人

0

0

0

-

607

千円 416

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き利用団体の成果発表の場として、事業を継続し、地域コミュニティを発展させるイベントにしていく。

A

市の運営する公民館のイベントのため。

理由 利用団体の活動成果を発表するイベントであり、営利法人では困難である。

公共性

理由 イベント開催のための設営・撤去等の委託が主な内容のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 引き続き委託内容の精査に努める。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

利用団体の成果発表等により、地域住民のコミュニティ形成になっている。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

参加団体数の確保

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

91.3%

47,951 44,468

3,500 3,500

849

17,389 18,988

0

予算額

3,258 3,199 3,500

50,000人 43,656

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

53

8年度

16,526

公民館利用団体使用数（件数）

公民館利用人数（延べ人数）

5年度 6年度

48,000

千円 16,293

15,809

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 南公民館

件 3,156

専門的な知識や技術を持つ外部事業者を活用することで、施設管理の効率化とサービス品質の向上を図るため。

単位

補助資料のとおり

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

南公民館管理運営

公民館費

事業名

48,000

南公民館

60

枝番号

事業の対象 和光市公民館設置及び管理条例施行規則に定められている対象区域を主とする市民

事業の目的

活動概要

市民の満足度を向上させる。また、公民館の経営を健全に行う。

域住民等に学習機会の提供と適切な管理・運営がなされている学習場所の提供を行う。

社会教育法第５条（昭和24年法律第207号）

委託先

予算事業コード 1223001

57 46 60

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

社会教育・生涯学習の振興

回 58

社会教育費

講座開催数（イベント含む）

目標像

1

0

17,340

16,487

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,648

一般財源

公民館まつりの開催や、性別・年齢・障害の有無にかかわらず音楽とダンスを楽しめる「スーパー公民館ディスコ」の実施を通

じて、これまで公民館に馴染みの薄かった層も含め、幅広い世代が自然に交流できる場を創出することができた。特に、子ども

から高齢者までが同じ空間で楽しめる企画は、世代間の壁を越えたコミュニケーションを促し、地域における新たなつながりや

コミュニティ形成のきっかけとなった点で大きな成果があった。

さらに、参加者の興味や関心を引き出す魅力的な講座を積極的に展開したことで、公民館の活動内容や役割を知ってもらう機会

が増加した。また、放課後のこどもの居場所として空き部屋を自習室に活用することで、従来の利用者層に加えて、新たな客層

の獲得にもつながり、公民館が地域住民にとってより身近で、多様な学びや交流の場として認識されるようになった。

これらの取り組みを通じて、公民館が地域コミュニティの活性化に寄与する拠点としての役割を一層強化できたことは、本事業

の大きな成果である。

会計年度職員

業務内容
一般行政職員の補助的な事務

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

14,255 16,658

0 0人

798

0

814

-

17,315

千円 13,457

執行率

828
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

B

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

公民館は社会教育施設として役割が多様化しており、地域住民が安全かつ快適に利用できる環境を維持することが重要で

ある。そのため、利用者の安全性・快適性に配慮した維持管理を続けつつ、求められる施設サービスや地域の実情に応じ

た規模・機能を踏まえ、計画的で持続可能な管理を検討する必要がある。

今後の方向性の判断理由として、地域ニーズの多様化により、学習や交流の機能拡大が求められている。老朽化や安全基

準の強化に対応するため、計画的な維持管理が必要である。利用者層の広がりに伴い、快適性・利便性の向上が利用促進

に直結する。今後の取組として、安全点検と設備更新を計画的に実施し、安全性を高める。空調・照明など快適性に関わ

る設備を改善し、利用しやすい環境を整える。地域ニーズを継続的に把握し、機能配置の見直しや活用方法を検討する。

老朽化状況を踏まえた中長期管理計画を策定し、持続可能な運営体制を構築する。

A

市が直接関与するよう法令等で定めらている。

理由 施設管理の一部は民間でも提供可能であるが、専門性や効率性を活かせる領域が存在するため。

公共性

理由 効率化による経費削減が可能な部分があるため、一定のコスト削減の余地が認められる。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 業務の見直しや改善を継続的に進めており、費用対効果・時間対効果の向上しているため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他事業や他の公的機関との連携・統合は事業特性から実現性が低く、見直しの余地はほとんどない。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

施策目標には貢献しているものの、利用者ニーズの変化や事業内容の多様化により、運営体制の強化やサービス提供方法

の見直しが必要となっている点が課題である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



委託業務名

・ 受付等管理業務委託
・ 植木剪定業務委託
・ 除草業務委託
・ 消防設備等保守点検業務委託
・ 非常用発電装置点検業務委託
・ 空調設備保守点検業務委託
・ トイレ衛生管理業務委託
・ 日常及び定期清掃業務委託
・ 機械警備業務委託
・ エレベーター保守点検業務委託
・ 自動ドア保守点検業務委託
・ 自家用電気工作物保安管理業務委託
・ 受水槽清掃業務委託
・ 体育室舞台装置保守点検業務委託
・ 建築物・建築設備定期検査報告業務委託
・ 非常用発電装置負荷試験業務委託
・ けや木伐採業務委託
・ グリーストラップ清掃業務委託
・ 水質検査業務委託

補
助
資
料
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

少年・親子対象事業

一般対象事業

高齢者対象事業

国際理解事業

※南公民館事業（公民館まつり等のイベント、三館共催事業を除く）

0

0

-

467

千円 274

執行率

0

274 383

0 0人

0

一般財源

会計年度職員

業務内容

0

53 46

0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

成

果

実

績

興味や関心を引く魅力的な講座を実施したことで、公民館に足を運ぶきっかけが生まれ、これまで利用していなかった層に

も公民館の存在や活動内容を知ってもらう機会が広がった。また、新たに南公民館を拠点とする登録団体が増えた。

事業対象・事業名

委託先

委託業務名

0

団体 4

なし

11人

講座開催数

720 720

単位

目標像

1

0

383

467

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

203

7年度 7年度

委託理由

予算事業コード 1224001

事業の目的

活動概要

市民の学習意欲を向上させる。

多様化する社会に対応するよう、教養を高める学習講座の開催及び生活に必要な知識・技術の講習などを推進する。

社会教育法第２２条

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

事業の対象

款 10 教育委員会 項

担当名

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

社会教育・生涯学習の振興 枝番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

南公民館講座開催

公民館費

事業名

48,000

南公民館

53

4

部局名 教育委員会 課室名 南公民館

社会教育費

施策番号

実

績

活

動

実

績

和光市公民館設置及び管理条例施行規則に定められている対象区域を主とする市民

60

人 998 665

実績値 実績値 実績値 目標値

回 53

8年度

383

自主的な活動(クラブ)化した団体数

公民館利用人数(延べ人数)

5年度 6年度

48,000

720

回  数 参加延べ人数

28回 2組421人

12回 273人

1回 7人

1回

712

58

講座参加者(延べ人数)

千円 379

383

なし

5 14 5

48,000人 43,656

0千円

0

合　　　計 42回 2組712人

一般行政職員の補助的な事務

会計年度職員数（パートタイム） 人 0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

65.4%

47,951 44,468

5 5

0

593 586

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

講座を通じて地域住民の学習機会や交流を促進できているが、講座の企画や運営手法にについて改善の余地があるため。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
B

⑦
【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

C　あまり貢献していない

B

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

市民ニーズに合った魅力的な講座を企画するとともに、市民団体や地域団体との協力、市の施策と連動した事業の活用を

進めることで、社会情勢を踏まえた生涯学習をより効果的に推進できる。この取組により、多様な学習機会の提供と地域

との連携強化が図られ、今後も公民館の役割を一層高めていく方向性が妥当である。

A

市が直接関与するよう法令等で定めている 。また、学習機会と交流の場を提供する公共性の高い事業である。

理由 講座は民間事業者でも対応可能な業務が含まれており、一定の範囲で民間提供の余地があるため。

公共性

理由 講師謝金などの必要経費が一定程度固定的に発生するため、コスト削減の余地はほとんどない。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 講座準備や運営において、手続きの簡素化の見直しなど、プロセス改善に取り組む余地が残されているため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他事業や公的機関・団体と講座内容を共有し連携による効率化が図れる可能性があるため。

効率性

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

理由

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

Ｂ　引き上げる必要がある
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

100.0%

3,300 3,300

0

866 876

0

予算額

3,000 3,000 3,300

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

35

8年度

876

来場者数

5年度 6年度

15

千円 594

837

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育委員会 項 4

部局名 教育委員会 課室名 南公民館

人 3,000

公民館まつりのテントおよび音響設備の設営・撤去には専門的な技術と安全管理が必要であり、効率的かつ確実な運営を行

うため専門業者へ委託する。

15 15

単位

まつりテント及び音響設営撤去業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

南公民館まつり

公民館費

事業名

南公民館

35

枝番号

事業の対象 南公民館利用団体及び周辺地域住民

事業の目的

活動概要

利用を拡大し、地域住民との交流を深める

クラブ活動の成果発表の場として、音楽芸能・作品展示・スポーツ体験・模擬店・ロビー実演開催を実施し、学習機会の周

知徹底を図る。

社会教育法第２２畳

委託先

予算事業コード 1224002

33 37 33

回 15 19

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

社会教育・生涯学習の振興

団体

13

29

社会教育費

参加団体数

実行委員会会議等実施回数

目標像

1

0

876

936

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

0

一般財源

令和7年10月17日から19日の3日間にわたり開催した公民館まつりでは、南公民館を利用する団体や中学生ボランティア、近隣の

小中学校、みなみ保育園・保育センター、地域学校協働本部など、多様な主体が参加・参画した。若者世代による出演や作品展

示、活動紹介を通じて、地域に対して主体的に取り組む姿を示すことができ、また隣接するすわ緑風園のまつりと同時開催をし

たことにより、関心を高めた結果、多くの来場があり、地域交流の促進と公民館活動の周知に大きな成果を上げた。

会計年度職員

業務内容
一般行政職員の補助的な事務

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

511 837

0 0人

0

0

0

-

936

千円 511

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

公民館まつりは、地域住民の交流促進や世代間のつながりづくりに寄与しており、今後も継続的に実施する意義がある。

今後は、参加団体の拡大や若者世代の参画促進、運営方法の見直しによる効率化などに取り組み、より地域に開かれた事

業として発展させていく。

A

全体の運営については市が直接関与するよう法令等で定めている。公民館まつりは地域住民や団体が中心と

なって企画実施するものであり、市の直接実施の必要性は高くないため。

理由 公民館まつりの内容には民間でも担える部分があるため、サービスの提供は一部民間でも可能。

公共性

理由 運営方法の工夫により、一定のコスト削減の余地があるため、ある程度の削減可能性がある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 実行委員会の開催方法等、改善を図ることができる余地がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

手順見直しや作業効率化など、費用対効果・時間対効果を高める余地が残されている。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

公民館まつりは地域交流の促進など施策目標に寄与しており、事業として一定の貢献を果たしているが、今後の継続的な

実施などを踏まえ、運営・実施方法について検討する余地がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

94.2%

－ 100

－ 100

0

0 17,800

0

予算額

－ 23 23

－% －

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

－

8年度

16,762

館内照明器具LED化率

体育室兼講堂照明器具LED化率

5年度 6年度

100

11

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育委員会 項 4

部局名 教育委員会 課室名 南公民館

% －

－ -

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

南公民館施設整備

公民館費

事業名

－

南公民館

403

枝番号

事業の対象 南公民館利用団体及び周辺地域住民

事業の目的

活動概要

公民館の施設整備は、地域住民が安心して集い、学び、交流できる環境を維持・向上させるために行うものであり、地域活

動の基盤を強化することを目的としている。

南公民館においては、利用者が快適に活動できる環境を確保するため、空調設備の更新を行うとともに、体育室兼講堂の照

明をすべてLED照明へ更新した。これにより、省エネルギー化と明るく安全な利用環境の向上を図り、地域住民の多様な活動

を支える施設機能の充実を進めたものである。

社旗教育法第22畳

委託先

予算事業コード 1225010

－ 93 93

箇所 － －

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

社会教育・生涯学習の振興

箇所

11

－

社会教育費

館内照明器具LED化箇所数

体育室兼講堂照明器具LED化箇所数

目標像

1

0

16,762

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,038

一般財源

体育室兼講堂の照明器具を更新したことで、明るさと省エネ性能が向上し、安全性と利便性の高い施設運営につながったこと

で、利用者が年間を通して快適に活動できる環境を整備した。

また、会議室、美術工作室、調理実習室、視聴覚室の空調機を更新したことで、利用者の安全性と利便性を高めることができ

た。

会計年度職員

業務内容
一般行政職員の補助的な事務

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

0 0人

0

0

0

-

0

千円 0

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

 

公民館施設整備は、地域住民が安全かつ快適に利用できる環境を維持するために不可欠であり、引き続き計画的な更新と

保全を進める必要がある。今後は、老朽化状況や利用実態を踏まえた優先度の明確化、他施設との連携による効率的な整

備、環境負荷の低減につながる設備更新などを進め、持続可能で利便性の高い公民館運営を実現していく。

A

公共施設の安全性・機能性を維持するための基盤的業務であり、継続的な管理責任を持つため。

理由 公共施設としての安全性や機能性を確保する必要があり、営利法人では十分に提供されにくい。

公共性

理由 公民館施設整備は、設備更新の方法や仕様の見直しによって経費を抑える余地がある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 発注方法や作業工程の見直しなどにより効率化の余地があり、ある程度の業務改善が可能である。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

事業仕様を見直して工事計画を調整することで効率化が見込めるため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

建物や設備の老朽化により、修繕や更新の計画をしている箇所以外で発生する突発的な故障等への対処が迅速かつ適切に

できないことがある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

98.2%

28 26

490 520

497

11,880 11,772

0

予算額

415 380 480

33％ 26

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

2,800

8年度

11,179

公民館使用料

公民館利用率

5年度 6年度

28

36,000

千円 12,829

11,259

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 坂下公民館

千円 350

夜間・休日の窓口受付のため。

33,000 35,000

単位

補助資料のとおり

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

坂下公民館管理運営

公民館費

事業名

29

坂下公民館

3,000

枝番号

事業の対象 市民及び在勤在住者

事業の目的

活動概要

利用者が学習や活動しやすい環境を整える。

地域住民の生涯学習活動を支援していくため、適切な施設の維持管理・運営を行う。

社会教育法第５条

委託先

予算事業コード 1226001

2,806 2,565 2,800

人 29,588 32,341

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

14社会教育・生涯学習の振興

件

31,729

2,628

社会教育費

公民館利用団体利用数（延べ）

公民館利用人数（延べ人数）

目標像

1

0

11,559

11,671

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

213

一般財源

適切な施設管理を行うことで、前年度と同水準の利用者を確保できた。

一方で施設の老朽化が進んでおり、各所で破損や故障を確認したが、職員による定期的な見回り・点検を行う体制を作り、適切

に修繕を行ったことで、事故等の発生を未然に防ぐことが出来た。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

11,574 11,756

0 0人

434

0

380

-

12,051

千円 11,140

執行率

380



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

B

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

公民館は住民の生涯学習活動を支援すると共に、地域コミュニティの拠点としての役割もある重要な施設であり、これら

を維持していくため、今後も適切な管理を実施していく必要がある。

A

市が直接関与するよう法令等で定めている

理由 民間が収益を得るのは困難なため

公共性

理由 内製化しており、既に十分なコスト削減を行っているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 業務プロセスの改善は行っており、費用の削減も十分行っているためこれ以上の削減は難しい。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他の公共施設との連携・統合により効率化できる可能性はあると考える。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

他公共施設との連携・統合については、今後の検討課題となっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

86.6%

1 4

0

612 686

0

予算額

－ 1 2

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

75

8年度

594

自主的な活動（クラブ）化した団体数

5年度 6年度

800

千円 729

594

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 坂下公民館

団体 3

750 800

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

坂下公民館講座開催

公民館費

事業名

坂下公民館

75

枝番号

事業の対象 市民及び在勤在学者

事業の目的

活動概要

地域課題の解決に取り組む。市民の学習意欲を高める。公民館について幅広い年齢層に関心を持ってもらう。

公民館主催講座を通じて地域住民・団体間の連携を図り、自主的に地域課題の解決に取り組む姿勢を醸成する。

幅広い年齢層の市民の学習ニーズに対応した、学びがいのある講座や教室を開催することで、生活の向上及び市民主体の地

域づくりに寄与する。

社会教育法第２２条

委託先

予算事業コード 1227001

75 71 71

人 702 710

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

15社会教育・生涯学習の振興

回

676

78

社会教育費

講座開催数

講座延べ参加者数（延べ人数）

目標像

1

0

594

821

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

92

一般財源

前年度の実績から、よりニーズの高い講座を中心に実施するため、開催数の見直し等を行った。

また、講座をきっかけとした自主的な活動への支援を行い、新たに１団体を立上げ、活動を開始させることができた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

600 594

0 0人

0

0

0

-

821

千円 600

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

地域住民の自主的な課題解決に取り組む学びのきっかけづくりとして、また、こども達に学校以外の学びを提供する場と

して、今後も幅広い年齢層のニーズに応じた講座を実施していく必要がある。

A

市が直接関与するよう法令等で定めている

理由 民間が収益を得るのは困難なため

公共性

理由 既に十分なコスト削減を行っているため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 業務プロセスの改善は行っており、費用の削減も十分行っているためこれ以上の削減は難しい。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

他の公共施設との連携・統合により効率化できる可能性はあると考える。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

施設の規模が小さく、単独での事業拡大は難しい。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

91.8%

3,300 3,500

0

953 1,004

0

予算額

3,100 2,900 4,000

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

37

8年度

715

来場者数

5年度 6年度

千円 101

923

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 坂下公民館

人 198

会場テントや音響設備等、公民館で所有していない備品の設営・撤去が必要なため。

単位

公民館まつり設営撤去業務

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

坂下公民館まつり

公民館費

事業名

坂下公民館

40

枝番号

事業の対象 公民館利用者及び周辺地域住民

事業の目的

活動概要

社会教育施設の利用を拡大し、公民館利用者及び地域住民の交流を深める。

公民館を利用する団体が日頃の学習成果を発表し、地域に根ざした身近な生涯学習の場で地域住民のつながりを深める。

社会教育法第２２条

委託先

予算事業コード 1227002

32 35 60

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

16社会教育・生涯学習の振興

団体 7

社会教育費

参加団体数

目標像

1

0

922

1,328

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

82

一般財源

前年度より参加団体数を増やし、まつりの更なる活性化に努めたことで、活動団体の意欲向上に貢献した。

また学生ボランティアの受け入れも行ったことで、交流の年齢層の幅を広げることが出来た。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

100 923

0 0人

0

0

207

-

1,328

千円 100

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

公民館の活動成果発表と地域交流の場としては現在の規模で最適化されているものと考える。

地域コミュニティが活発な現在の状況を維持していくため、今後も事業の継続が必要である。

A

市が直接関与するよう法令等で定めている

理由 住民主体のまつりのため、民間が収益を得る余地がない。

公共性

理由 内製化しており、既に十分なコスト削減を行っているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 業務プロセスの改善は行っており、費用の削減も十分行っているためこれ以上の削減は難しい。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

地域が主体のまつりのため、他の団体との統合は馴染まない。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

参加団体の確保に努め、地域全体の活動推進を図ります。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている






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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

96.6%

0

0 4,383

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

－

8年度

0

5年度 6年度

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会事務局 課室名 坂下公民館

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

坂下公民館施設整備

公民館費

事業名

坂下公民館

－

枝番号

事業の対象 市民及び在勤在住者

事業の目的

活動概要

公民館の安全な利用のために必要な施設・設備の管理。

故障個所の修繕工事

社会教育法第２２条

委託先

予算事業コード 1228001

－ 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

社会教育・生涯学習の振興

件 －

社会教育費

本館給水ポンプ交換工事

目標像

1

0

4,235

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

148

一般財源

老朽化により動作不良を起こしていた本館給水ポンプの交換工事を行い、安全な利用環境を確保した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

0 0人

0

0

4,235

-

0

千円 0

執行率

0



   

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

建設から５０年以上が経過し、各設備の老朽化が深刻化している。

利用者が安全に利用できる施設として維持していくため、将来的な大規模改修や建て替え、統合・複合化も含めた今後の

あり方を検討していく必要がある。

A

理由

公共性

理由

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

96.6%

100 100

598

107,861 126,210

0

予算額

85 92 100

57,642千円

0

7年度 7年度

委託理由

26

8年度

121,898

『ぶっくわーるど』の満足度＠参加者アンケート

5年度 6年度

5

千円 93,872

104,607

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

16

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 図書館

％ 95

該当業務専門の業者に委託する必要があるため。

5 5

単位

補助資料のとおり

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 3

図書館管理運営

図書館費

事業名

図書館

26

枝番号

事業の対象 図書館利用者及び公民館図書室利用者

事業の目的

活動概要

①利用者が快適、便利に過ごせる環境を整える。②自主的、自発的に学習意欲が向上されるようにする。③市民同士のコ

ミュニケーションの機会や情報収集ができる場をつくる。

①利用者が快適に過ごせるよう施設内における清掃等を実施する（維持管理）。

②利用者が便利に利用できるようシステム等の借上をする。

③市民の学習意欲を向上させる講座及び事業を開催する。

図書館法

委託先

予算事業コード 1229001

15 20 26

回 4 3

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

17社会教育・生涯学習の振興

人

4

21

社会教育費

講座及び事業参加者(平均）

地域課題講座数

目標像

1

16

121,937

132,971

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

4,273

一般財源

地域やボランティア団体の協力で講座や各種事業を、「地域課題講座」としてブックスタート、あかちゃんタイムなどを、実施

した。また、図書館協議会から「これからの和光市図書館のあり方」の答申がされた。

１　登録者(令和8年3月31日現在）　　　市内　　　69,254人　　　市外　　　15,132人

２　資料貸出冊(点)数　299,715冊(点)(図書館287,736冊、中央公民館2,060冊、坂下公民館5,398冊、南公民館4,521冊)

３　団体貸出　　　258団体　31,122冊

４　リクエスト件数　　　70,804件　(図書館70,743件、中央公民館0件、坂下公民館25件、南公民館36件）

５　レファレンス（参考調査)件数　　6,289件　(図書館5,987件、中央公民館88件、坂下公民館99件、南公民館115件）

６　各種指標から見た令和7年度実績（人口は令和8年4月1日現在85,450人）

　　人口一人あたりの市内個人貸出資料数 　　　　　3.93冊

　　人口一人あたりの資料数　　　　　　　　　　 　2.97冊

　　資料の回転率(貸出数÷蔵書数）　　　　　　  　1.45回

７　図書館講座行事の状況　　　実施事業数　28事業　　延参加者数　2,529人　　延開催回数　132回

８　主な図書館講座　　　絵本とおはなしの会、あかちゃんと楽しむ絵本とわらべうた、子どもの科学、ぶっくわーるど、市民

図書館講座、音訳者養成講座、小学生凧作り講座　　等

会計年度職員

業務内容

⑴講座の企画運営、図書資料の収集、保全、整備等の業務

⑵貸出・返却業務、レファレンス等のカウンタ－業務全般

（公民館図書室の勤務あり）

会計年度職員数（パートタイム） 人

83,439

16 16

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

75,980

87,758 105,205

0 0人

56

45,306

39

-

133,031

千円 87,702

執行率

60



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

・第３次和光市図書館サービス計画の基本施策「和光らしさを意識した、みんなが利用しやすい、居心地の良い」図書館

を掲げ、図書館が地域コミュニティを支える情報拠点を目指すことで目標の達成へとつなげていく。

・ICT等の活用としては、自動貸出機等を導入した場合の効果についても検討する必要がある。

A

公共サービスとしての継続性・安定性の確保。

理由 提供は可能だが、事業の継続性や雇用の問題があるため。

公共性

理由 現状でもコストを抑えている。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 業務分担を作成し、担当する業務を明確にすることで効率化を図っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

和光市の人口規模で考えるとさらに拡充が必要。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

限られた予算の範囲の中で内容等の工夫をし、世代やテーマを絞った魅力的な講座を行い、利用者の新規開拓を図り入館

者数及び利用者の増加に務める。また地域の課題解決につながる講座を行うなどして、地域コミュニティを支える図書館

を目指す。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



補
助
資
料

〇委託業務名

図書館管理システム等保守委託料
物流業務委託料
人的警備業務委託料
水質検査業務委託料
消防設備等保守点検委託料
自家用電気工作物保安管理業務委託料
エレベーター保守点検委託料
貯水槽清掃委託料
空調機保守点検委託料
自動扉保守点検委託料
害虫駆除委託料
機械警備業務委託料
空気環境測定委託料
トイレ衛生管理業務委託料
毎日清掃及び定期清掃業務委託料
防火対象物定期点検業務委託料



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

33,929 41,211

0 0人

4

24,706

2

-

47,323

千円 33,925

執行率

7

9 8

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

38,533

8

42,702

47,316

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

2,346

一般財源

事業については、地域やボランティア団体の協力で、講座や各種事業を行った。

「地域課題講座」として（ブックスタート、あかちゃんタイム、大人のための朗読会、図書館の記憶と記録）を実施した。

１　資料貸出冊(点）数　　　67,051（点）

２　リクエスト件数　　　1,486件

３　レファレンス（参考調査)件数　　　2,429件

４　図書館講座行事の状況　　　実施講座数　20事業　　延参加者数　1,080人　　延開催回数　115回

５　主な図書館講座　　　絵本とおはなしの会、ブックスタート、あかちゃんと楽しむ絵本とわらべうた、ひまわりおはなし会

（小学生向け）、子どもの科学、ぬいぐるみのおとまり会、市民図書館講座等合わせて20の事業を実施。

　

・複合施設である下新倉小学校と連携し、休み時間貸出、テーマ資料（調べ学習授業用）の貸出、依頼テーマ資料の月間貸出を

行った。また、朝の読み聞かせへの職員参加、教員向けとして、職員室への教育関連資料の貸出も行った。

・展示ケースを活用し、和光市で発掘された土器や和光市史（平成版）、ボードゲームを展示した。

・ぬいぐるみのおとまり会の実績値が下がった理由は、日程の半分のみ参加の方や、リピーターがいたためと思われる。

会計年度職員

業務内容

⑴講座の企画運営、図書資料の収集、保全、整備等の業務

⑵貸出・返却業務、レファレンス等のカウンター業務全般

（公民館図書室の勤務あり）

会計年度職員数（パートタイム） 人

41,213

予算事業コード 1229002

9 9 10

件 4 4

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

18社会教育・生涯学習の振興

人

4

9

社会教育費

講座及び事業参加(平均)

地域課題講座数

目標像

1 枝番号

事業の対象 一般市民、市民団体、学校、企業（図書館利用者）

事業の目的

活動概要

①利用者が快適、便利に過ごせる環境を整える。②自主的、自発的に学習意欲が向上されるようにする。③市民同士のコ

ミュニケーションの機会や情報収集ができる場をつくる。

①利用者が快適に過ごせるよう施設内における清掃を実施する（維持管理）。

②利用者が便利に利用できるようシステム等の借上をする。

③市民の学習意欲を向上させる講座及び事業を開催する。

図書館法

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 3

図書館分館管理運営

図書館費

事業名

図書館分館

10

委託業務名

9

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 図書館下新倉分館

％ 100

該当業務専門の業者に委託する必要があるため。

6 6

単位

毎日清掃及び定期清掃業務委託料、学校施設包括管理業務委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

10

8年度

42,700

「ぬいぐるみのおとまり会」参加者感想（とてもよ

かった）＠アンケート

5年度 6年度

6

千円 35,806

41,209

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

73 55 100

30,882千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

94.8%

100 100

2

42,504 45,048

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

立地が悪く、気軽に立ち寄れる場所ではないため、周辺地域の活性化が必要。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

・第３次和光市図書館サービス計画の基本施策「和光らしさを意識した、みんなが利用しやすい、居心地の良い図書館」

を目標に掲げ、図書館が地域コミュニティを支える情報拠点となることを目指すことで目標達成へつなげていく。

・ＩＣＴ等の活用としては、自動貸出機等を導入した場合の効果についても検討する必要がある。

A

公共サービスとしての継続性・安定性の確保。

理由 提供は可能だが、事業の継続性や雇用の問題があるため。

公共性

理由 現状でもコストを抑えている。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 令和６年度の人員から１名減となっているなかで工夫して業務を行っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

和光市の人口規模で考えるとさらに拡充が必要。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.8%

68,560 68,600

0

17,047 17,199

0

予算額

68,505 70,804 68,550

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

179,471

8年度

229

リクエスト件数

5年度 6年度

338,934

千円 16,195

16,976

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 図書館

件 67,832

該当業務専門の業者に委託する必要があるため。

342,323 355,880

単位

新刊全件マーク作成委託料、ＣＤＡＶマーク・ＡＶ資料装備委託料、内容細目ファイル作成委託料、雑誌マーク作成委託料、典拠ファイル

作成委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 3

図書整備

図書館費

事業名

図書館

181,471

枝番号

事業の対象 図書館利用者及び公民館図書室利用者

事業の目的

活動概要

情報提供拠点として、市民のニーズに応える幅広い内容の資料を整える。

図書及び資料（ＣＤ・ＤＶＤなど）を購入し、的確に資料の提供をする。

図書館法

委託先

予算事業コード 1230001

177,761 178,939 178,971

点 332,255 321,747

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

19社会教育・生涯学習の振興

点

287,736

177,971

社会教育費

蔵書資料数（一般書・児童書・雑誌・郷土資

料・洋書・録音図書）

資料貸出数

目標像

1

0

17,161

17,196

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

38

一般財源

令和7年度の蔵書資料（一般書・児童書・雑誌・郷土資料・洋書・録音図書）178,939点のうち、669冊が寄贈いただいたものであ

る。

令和　２年　１月　科学道１００冊コーナー設置

令和　２年　１月　新書コーナー設置

令和　２年　３月  下新倉分館「みんなのひとハコ図書館」事業開始

令和　３年　３月　中央公民館図書室に寄贈本による「日本語学習コーナー」を設置

令和　４年　９月　料理本展示コーナー設置

令和　５年　５月　キッズコーナー季節の展示棚設置

令和　６年　３月　小学生のための読み聞かせおすすめ本コーナー設置

令和　７年１０月　生誕１００周年記念 大石真展示

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

16,075 16,976

0 0人

0

0

16,932

-

17,196

千円 16,075

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

・企画展示や利用者参加型企画等を積極的に行うなど、資料貸出数が増加するよう取り組む。

・収蔵スペースの課題を解決するため、またＩＣＴ等の活用として電子書籍の導入が必要であることから、今後も引き続

き検討する。

A

公共サービスとしての継続性、安定性の確保。

理由 提供は可能だが、事業の継続性や雇用の問題があるため。

公共性

理由 現状でもコストを抑えている。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 業務分担を作成し、担当する業務を明確にすることで効率化を図っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

和光市の人口規模で考えるとさらに拡充が必要。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

限られたスペースの中で、最大限資料を収集・保管し、資料数を確保するよう努める必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.0%

0

1,530 2,895

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

2,866

5年度 6年度

千円 978

1,298

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 図書館

該当業務専門の業者に委託する必要があるため。

単位

空調機更新工事、昇降機巻き上げロープ等修繕工事

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 3

図書館施設整備

図書館費

事業名

図書館

1

枝番号

事業の対象 図書館利用者

事業の目的

活動概要

利用者が安全且つ、快適に図書館を利用する

利用者の利便性を向上するために老朽化した施設等の修繕と整備を実施する。

図書館法

委託先

予算事業コード 1231020

1 2 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

20社会教育・生涯学習の振興

件 1

社会教育費

改修工事件数（件／年）

目標像

1

0

2,866

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

29

一般財源

令和７年度は、閉架書庫内の空調機更新工事、及び昇降機巻き上げロープ等修繕工事を施工した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

916 1,298

0 0人

0

0

0

-

0

千円 916

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

C

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

区分所有部分については「和光市公共施設マネジメント実行計画」に基づき、適切に維持管理を行う。共有部分について

は、今後の方向性について他の共有部分所有者と協議をする必要がある。

A

所有権が市にあるため

理由 所有権が市にあるため

公共性

理由 入札や複数の見積書徴取を行っており、有利な価格を持った事業者と契約している

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 点検等を実施し、計画的に実施している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

事業の性格上、他団体等との連携は困難である。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

経年による劣化が原因である

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

11,050 11,646

0 0人

0

0

0

-

11,677

千円 11,050

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

11,637

11,677

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

10

一般財源

平成２８年１１月に開館した分館の図書の整備を行った。予定収容冊数約４万冊を超えているが、今後も工夫しながら引き続き

図書の整備を行っていく。

・令和７年度の蔵書資料数（一般書・児童書・雑誌・郷土資料・洋書・録音図書）６５，７９８点（内、寄贈７２２冊）

・令和７年度雑誌スポンサーによる雑誌タイトル数３誌。金額３４，４１９円

・令和７年１２月　生誕100周年記念　大石真展示

・令和８年３月　和光高校図書室からの寄贈本による「和光高校コーナー」設置

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1231030

61,410 65,798 62,616

点 65,527 63,354

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

21社会教育・生涯学習の振興

点

67,051

59,023

社会教育費

蔵書資料数（一般書・児童書・雑誌・郷土資料・洋

書・録音図書）

資料貸出数

目標像

1 枝番号

事業の対象 図書館利用者（分館）

事業の目的

活動概要

情報拠点として、市民のニーズに応える幅広い内容の資料を整える。また、分館としての特徴を持った蔵書となるよう資料

を整備する。

図書等を購入し、的確に資料の提供をする。

図書館法

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 3

図書館分館図書整備

図書館費

事業名

図書館分館

65,116

委託業務名

0

款 10 教育費 項 4

部局名 教育委員会 課室名 図書館下新倉分館

件 1,544

図書館資料専用の本のデータを作成するには専門的知識が必要となり、職員が１点ずつ作成するのは膨大な時間を要するた

め、専門に作成業務を行っている業者に委託している。

67,512 70,185

単位

新刊全件マーク委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

63,116

8年度

11,637

リクエスト件数

5年度 6年度

66,843

千円 11,050

11,646

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

1,515 1,486 1,600

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.9%

1,604 1,620

0

11,647 11,647

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

収蔵スペースが足りないこと。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

・収蔵スペースの課題を解決するため、またＩＣＴ等の活用として電子書籍の導入が必要であることから、今後も引き

続き検討する。

・地域とのかかわりを今後より一層強めるためにも、企画展示や利用者参加型企画を増やしていく。

A

公共サービスとしての継続性、安定性の確保。

理由 提供は可能だが、事業の継続性や雇用の問題があるため。

公共性

理由 現状でもコストを抑えている。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 令和６年度の人員から１名減となっているなかで工夫して業務を行っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

和光市の人口規模で考えるとさらに拡充が必要。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

53 325

0 0人

0

0

0

-

320

千円 53

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

316

320

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

49

一般財源

⑴　地域文化活動の中核となる文化団体の育成を図るため、和光市文化団体連合会に対して補助金を交付し、活動支援を行って

いる。

　　【和光市文化団体連合会主な事業】

　　 ・文化講演会を実施し、地域の活性化を図った。

　　 ・市民まつりへの参加により地域文化資源の醸成を図った。

　   ・視察研修会を実施し文化団体の育成を図った。

⑵　和光市市民文化親善大使である和光太鼓会が出演するわこらぼまつり等により、市内外で和光市のPRををすることで和光市

の知名度の向上及びイメージアップを図った。

　　委嘱期間：令和６年８月７日から令和９年８月６日まで

　

⑶　和光白子文化の会と協働で白子コミュニティセンター展示室の運営を行い、市ゆかりの児童文学作家「大石真」、

　　童謡詩人「清水かつら」について、市民が郷土に愛着を持つよう顕彰・発信を行った。

会計年度職員

業務内容
ー

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1017701

36 47 40

回 1 2

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

1創造的な文化の振興

回

1

37

総務管理費

文化親善大使活動回数

文化団体連合会文化講演会開催数

目標像

2 枝番号

事業の対象 市民、地域の文化団体等

事業の目的

活動概要

文化活動を行う市民の自主性が尊重され、和光市の地域文化資源を守り育てることにより、市民が郷土に愛着を持てるよう

にする。また、地域を活性化し、特有の文化を創造する。

和光市文化連合団体連合会の活動の支援を行う。併せて、市民文化親善大使を任命し、その活動を支援し、市の知名度の向

上を図る。また、文化団体との協働による白子コミュニティセンター展示室の充実と白子地域に関する顕彰・発信事業を実

施する。

なし

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 8

文化振興

企画費

事業名

210

人権文化交流担当

50

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 企画人権課

人 127

1 1

単位

和光市白子コミュニティセンター展示室の運営等に関する協定

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

50

8年度

316

市ホームページの和光市ゆかりの文化人閲覧者数

和光市文化団体連合会会員数

5年度 6年度

207

1

千円 55

325

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

121 110 130

210人 206

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

86.6%

207 207

130 180

0

371 365

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

和光市ゆかりの文化人を初めとする文化に関する事業や情報の発信が少ないため。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

市の文化に関する情報の整理や、発信の方法などについても主体的に取り組むことを検討する必要がある。

B

公平性や継続性が必要であることから、市が主体となって市民団体と協働で実施するため。

理由 市と市民団体が協働で実施するため。

公共性

理由
現在も活動している文化親善大使への謝礼及び文化団体への補助金等のコストであるため、削減する余地はな

い。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由
文化に関する業務内容について、幅広い市民に対する積極的な発信の機会が少ないため、今後の事業のあり方

について考える必要がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

団体との話合いの場を増やし、連携を強化する等の改善を行い、更なる効率化を図ることは可能である。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

C

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

100.0%

31,392 28,477

70 70

0

249,606 249,617

0

予算額

66 67 68

40,000人 21,697

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

65

8年度

249,612

市民文化センター稼動率

市民文化センター来場者数

5年度 6年度

35,000

千円 232,274

249,588

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 企画人権課

％ 69

市民文化センターの指定管理は、利用者ニーズに応じた事業展開や柔軟な運営が可能なため。

単位

市民文化センター指定管理料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 14

市民文化センター管理運営

市民文化センター費

事業名

35,000

人権文化交流担当

65

枝番号

事業の対象 市民、市民文化センター利用者

事業の目的

活動概要

市民が文化に親しめるようにする。また、市民、企業、行政の協働による事業で地域が活性化し、和光市特有の文化を創造

する。

指定管理者制度により、自主文化事業、貸館事業、友の会事業などの市民文化センターの管理運営を行う。また、市民文化

センターで優れた舞台芸術を鑑賞でき、市民が文化に触れる機会を提供する。

和光市民文化センター条例、和光市民文化センター管理規則

委託先

予算事業コード 1026001

62 59 65

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

2創造的な文化の振興

本 46

総務管理費

文化事業数

目標像

2

0

249,612

249,687

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

5

一般財源

⑴和光市民文化センター指定管理者による管理運営を行った。

　　①　文化事業

　　　（ア）　地域貢献型　22本　入場者数　6,161人　（例：舞台のお仕事＆アーティスト体験、誰でもコンサートなど）

　　　（イ）　普及啓発型　10本　入場者数  3,402人　（例：避難訓練コンサート、Cocoroほっこりコンサートなど）

　　　（ウ）　鑑賞型　　　27本  入場者数 18,914人　（例：松山千春、GRe4N BOYZなど）

　　②　アウトリーチ事業

　　　（ア）　音楽アウトリーチ事業「おんがくのたね」 　11回

　　　（イ）　マチナカコンサート　　　　　　　　　　　  6回

　　　（ウ）　音楽クリニック事業　　　　　　　　　　　　1回

　　③　施設の稼働率

　　　　大ホール：86.1％、小ホール：72.6％、会議室：45.3％、企画展示室展示ホール：61.8％　施設総合利用率：66.5％

　

⑵和光市民文化センター指定管理者事業評価委員会（外部委員を含む）による事業評価を行い、指定管理者へ評価報告書を通知

し、指摘事項の改善を求めた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

232,252 249,588

0 0人

580

0

0

-

249,687

千円 231,672

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

B

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

新たな来場者層の掘り起こしや、音楽以外の文化人材育成、多様な広報手法の導入など、改善すべき課題は明確である。

今後は、ホール利用者及び非利用者のニーズの把握と、新たな人材育成や市民ボランティアなどの人材活用、さらなる文

化事業の向上が期待される。

B

企画の立案等柔軟な事業が展開できるため。

理由 文化発信の場として、公平性が担保されるため。

公共性

理由 人件費等物価高騰もあり大きなコスト削減は難しい。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 情報共有を電子化し、業務の効率化を実施している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

PFIによる民間活力の導入で効率化の余地はある。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

企画が定型化し、年齢層も固定化している。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

0 25,300

0 0人

0

0

21,200

-

0

千円 0

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

50,820

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

396

一般財源

⑴市民文化センターは、竣工後30年が経過しており、空調設備等の改修が急務であるため、改修にあたり設計を行った。

⑵和光市民文化センター排煙窓修繕及び小ホール楽屋周り屋上（南側）防水工事を行った。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1027001

1 2 3

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

3創造的な文化の振興

件 －

総務管理費

市民文化センター工事・修繕件数

目標像

2 枝番号

事業の対象 市民、市民文化センター利用者

事業の目的

活動概要

市民が市民文化センターを安全、快適に利用できるようにする。

市民文化センターの施設・設備などの更新や不具合箇所の修繕・工事を行い、整備を行う。

和光市民文化センター条例、和光市民文化センター管理規則

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 14

市民文化センター施設整備

市民文化センター費

事業名

人権文化交流担当

3

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 企画人権課

人 21,697

劣化診断調査は、高度な専門知識が必要なため。

単位

和光市民文化センター劣化診断調査業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

3

8年度

29,620

市民文化センター来場者数

5年度 6年度

千円 0

25,300

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

31,392 28,477 35,000

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.2%

35,000 40,000

0

25,300 51,216

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

施設の安全性を保つための改修について、計画的に実施する必要がある。

改修の優先度を明確にした方針の策定が必要とされる

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

施設の安全性を保つための改修について、計画的に行っていく必要がある。

また、劣化診断の結果を踏まえて、大規模改修に向けて、施設のあり方も含め、検討を行っていく。

B

文化センターは市の保有財産であり、修繕等は市が主体となって実施すべき。

理由 主体としての責任は市にあるが、一部は民間でも提供可能である。

公共性

理由 竣工後30年が経過しており、修繕が必要な箇所が多いため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 計画的に修繕することで改善の余地はある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

PFIによる民間活力の導入で効率化の余地はある。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

B

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある



  
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

4,174 4,279

0 0人

64

0

54

-

4,582

千円 4,110

執行率

60

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

4,130

4,522

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,297

一般財源

スポーツ推進委員によるスポーツ・レクリエーション活動の支援や、災害応援協定を締結している自治体とのスポーツ交流会を

行うことで、市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組めるようになっている。

■令和7年度スポーツ・レクリエーション事業

　①市民ハイキング（30人）、②わこうスポーツ祭り（3,577人（概数））、③レクリエーション教室×2回（計8人）、④市民ま

つり（107人）、⑤和光市民ロードレースフェスティバル（1,099人）、⑥健康ウォーキング（7人）

■県外で災害応援協定を締結している自治体とのスポーツ交流事業

　①佐久市・和光市スポーツ交流会（139人）、②佐久市とのスポーツ交流会（マレットゴルフ）（27人）、③十日町市・和光市

スポーツ交流会（219人）、④和光市・十日町市スポーツ交流会（139人）

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1234001

7 7 7

数 5 5

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

1スポーツ・レクリエーション活動の推進

数

4

11

保健体育費

スポーツ・レクリエーション事業数

災害応援協定を締結している自治体とのスポーツ交

流事業数

目標像

3 枝番号

事業の対象 スポーツ・レクリエーションに興味関心のある人、スポーツ推進委員

事業の目的

活動概要

市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組めるようになっている。

①スポーツ推進委員によるスポーツ教室や市民ハイキング等、多世代に向けたスポーツ・レクリエーション活動を支援す

る。

②県外で災害応援協定を締結している佐久市、十日町市及び那須烏山市と、市内のスポーツ少年団等が連携し、スポーツ交

流会を実施する。

スポーツ基本法

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 1

スポーツ振興業務

保健体育総務費

事業名

550

スポーツ振興担当

7

委託業務名

0

款 10 教育費 項 5

部局名 教育委員会 課室名 スポーツ青少年課

人 2,304

4 4

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

7

8年度

4,076

スポーツ・レクリエーション事業参加人数

災害応援協定を締結している自治体とのスポーツ交

流事業参加人数

5年度 6年度

550

4

千円 4,860

4,201

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

3,657 4,828 3,700

550人 646

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

76.1%

618 524

4,900 4,900

78

5,287 5,427

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

スポーツ・レクリエーション事業において、参加者が定員を大幅に下回る事業が存在することから、広報・周知方法等の

改善が必要とされている。さらに、スポーツ推進委員の体制については、定数15名に対し現員9名にとどまり担い手が不足

している。これにより、今後の事業の自主的かつ安定的な実施に支障をきたす懸念があるため、新たな担い手の確保とと

もに、現状の動員力に即した活動形態への見直しが求められる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

スポーツ推進委員による活動支援や、災害応援協定締結自治体とのスポーツ交流会事業は、市民が身近にスポーツ・レク

リエーションに親しみ、自主的に取り組める環境づくりに貢献している。したがって、今後もこれらの活動や事業の実施

に要する経費を継続して支援する。

A

市民の健康意識の定着により需要は安定しており、既存事業が基礎的ニーズを満たしていることから、市が主

体となることは妥当である。

理由
スポーツ振興事業は高い公共性を持ち、誰もが公平に利用できる環境を確保する必要があるため、市が主体と

なって実施する。

公共性

理由
既に可能な限りの経費削減を行っており、これ以上の削減はスポーツ機会や安全性の低下を招き、市民サービ

スの質を損なうため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 手続きのオンライン化やマニュアル整備により、業務効率化のさらなる余地がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

近隣自治体や関係団体との連携・共同利用を進めることで、単独実施よりも費用や事務負担の削減が見込まれ

る。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

4,657 5,881

0 0人

0

0

0

-

7,430

千円 4,657

執行率

1,080

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

5,031

6,350

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,319

一般財源

スポーツ協会及びスポーツ少年団の事務局運営及び事業の実施に要する経費の支援を行うことで、市民が身近な場所でスポー

ツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組めるようになっている。

■令和７年度スポーツ・レクリエーション事業

・レクリエーション教室（かけっこ教室、グラウンドゴルフ教室・大会、スポーツ吹き矢教室）（152人）

・スポーツ体験フェスタ（416人）

・スポーツ大会及びジュニア駅伝大会（622人）

・和光市民ロードレースフェスティバル（1,099人）

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1234002

6 6 6

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

2スポーツ・レクリエーション活動の推進

回 6

保健体育費

スポーツ・レクリエーション事業の実施回数

目標像

3 枝番号

事業の対象 スポーツ協会、スポーツ少年団、スポーツ関係団体、スポーツに興味関心のある人

事業の目的

活動概要

市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組めるようになっている。

スポーツ協会及びスポーツ少年団の事務局運営及びロードレースフェスティバルやスポーツ体験フェスタ等の事業を支援す

る。

和光市スポーツ協会補助金交付要綱、和光市スポーツ少年団本部補助金交付要綱

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 1

体育団体活動支援

保健体育総務費

事業名

スポーツ振興担当

6

委託業務名

0

款 10 教育費 項 5

部局名 教育委員会 課室名 スポーツ青少年課

人 1,759

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

6

8年度

5,031

スポーツ・レクリエーション事業の参加者数

5年度 6年度

千円 5,437

5,881

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

1,837 2,289 1,500

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

79.2%

2,300 2,300

0

5,921 6,350

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

スポーツ協会及びスポーツ少年団の役員の担い手が不足しているため、今後、自主的、安定的な事務局運営、事業の実施

が困難になる可能性があり、担い手の確保や現状に合った事業の実施が求められる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

スポーツ協会及びスポーツ少年団の事務局運営及び事業は、市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、

自主的に取り組むことができる環境づくりに貢献していると判断できる。このため、継続して、スポーツ協会及びスポー

ツ少年団の事務局運営及び事業の実施に要する経費の支援と、事業の課題解消のための助言や指導を行う。

B

実施主体は団体が適切であるが、市が補助金により支援することも妥当である。

理由 市民の利益を最優先にした非営利の事業であるため。

公共性

理由 団体の運営体制や事業の実施内容を精査することで、一定程度削減の余地は見出せる。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 団体の運営体制や事業の実施内容にまだ改善の余地がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

各団体が市に根差して独自に行っている事業であるため、連携・統合は難しい。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

93.1%

65,701 60,964

150,000 150,000

7,785

29,711 30,748

0

予算額

144,026 141,082 150,000

80,000人 60,642

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

12

8年度

20,586

学校開放利用人数

体育施設利用人数

5年度 6年度

80,000

6

千円 29,074

18,192

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 5

部局名 教育委員会 課室名 スポーツ青少年課

人 147,572

施設の設置から相当の年数が経過しているため今後の施設のあり方を模索しており、一定の期間事業者を変更することがで

きない指定管理者制度ではなく、業務委託という形を選択している。

6 7

単位

レクリエーション広場等除草業務委託料、運動施設植栽剪定業務委託料、運動場植栽剪定業務委託、運動場自家用電気工作物保安管理業務

委託料、運動場消防用設備等保守点検（機器及び総合点検）業務委託料、運動場管理棟床等清掃業務委託料、運動場集水桝清掃業務委託

料、運動場管理棟警備業務委託料、運動場管理運営業務委託料、運動場券売機保守委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

体育施設管理運営

体育施設費

事業名

80,000

スポーツ振興担当

12

枝番号

事業の対象 スポーツに興味関心のある市民、スポーツ協会、スポーツ少年団、スポーツ関係団体

事業の目的

活動概要

市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組めるようになっている。

運動場・花の木ゲートボール場・レクリエーション広場の管理運営事務、荒川河川敷運動公園・学校体育施設の貸出業務、

司法研修所・税務大学校・裁判所職員総合研修所の体育施設(庭球場・グラウンド)の市民開放に関する業務を行う。

スポーツ基本法

委託先

予算事業コード 1235001

12 12 12

件 7 6

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

3スポーツ・レクリエーション活動の推進

件

6

12

保健体育費

学校開放施設数

体育施設数

目標像

3

0

28,615

22,427

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

2,133

一般財源

市内学校開放施設や体育施設の貸出業務等を行うことで、市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に

取り組めるようになっている。

■令和７年度学校開放施設

市内小学校校庭・体育館（９校・121,263人）、市内中学校体育館（３校・19,819人）

■令和７年度体育施設

・和光市運動場（28,925人）

・荒川河川敷運動公園（20,776人）

・レクリエーション広場（7,459人）

・司法研修所、税務大学校、裁判所職員総合研修所（3,804人）

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

27,376 25,977

0 0人

7,886

0

8,029

-

30,456

千円 19,490

執行率

8,029



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

市内学校開放施設、体育施設の貸出業務等は、市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り

組むことができる環境づくりに、貢献していると判断できる。このため、継続して、市内学校開放施設、体育施設の貸出

業務等を行う。

A

公共施設としての運営が適切だが、民間活力を活用して管理運営の実務を行うことが望ましいため。

理由 利用に係る制度や料金は公共施設の水準で設定され、市民のための施設として運営されているため。

公共性

理由 施設の各所が老朽化しており、現状でも必要な維持管理事業をすべて実施できているとはいえないため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 事業の実施内容、業務プロセスを毎年点検している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

民間活力の活用による事業効率化の可能性がある。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

学校開放施設や和光市運動場について、竣工から一定期間が経過し、老朽化が進んでいる。今後も、長期的かつ安全に体

育施設を利用するためには、相当規模の改修などの対応が求められる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている







   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

98.2%

0

0 2,880

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

2,827

5年度 6年度

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 10 教育費 項 5

部局名 教育委員会事務局 課室名 スポーツ青少年課

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

体育施設整備

体育施設費

事業名

スポーツ振興担当

1

枝番号

事業の対象 スポーツに興味関心のある市民、スポーツ協会、スポーツ少年団、スポーツ関係団体

事業の目的

活動概要

市民が体育施設を安全・快適に利用できているようにする。

運動場等体育施設の老朽化に伴う改修や不具合箇所の修繕を行い施設・設備の整備を行う。

スポーツ基本法

委託先

予算事業コード 1235005

－ 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

スポーツ・レクリエーション活動の推進

件 －

保健体育費

体育施設整備件数

目標像

3

0

2,827

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

53

一般財源

和光市運動場について、安全、快適に利用できるよう下記の整備を行った。

野球場電光得点板撤去工事　１件

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

0 0人

0

0

0

-

0

千円 0

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

C

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

和光市運動場については、建築から約４０年が経過し、老朽化が進んでいるため、安全及び基準に沿った改修が必要であ

る。毎年予算が確保できない状況が続いているため、令和８年度は、総合体育館と共に、和光市運動場についてもサウン

ディング調査を実施し、大規模改修に向けたアイディアを募集している。

また、少年野球連盟や軟式野球連盟を中心に、スコアボード・BSO表示板を設置してほしいという要望があるが、予算面で

電光式スコアボードの設置は難しい状況。そのため、和光高校のスコアボードの活用を検討中。

今後も予算面で難しい状況が続くことが予想されるが、利用者の安全を第一に考えた維持管理に加え、基準に沿った改修

を行えるよう、和光市運動場の委託業者と連携して取り組んでいく。

A

市以外が修繕を行うことはできないため。

理由 市が管理する施設のため、市以外が主体となって修繕を行うことはできないため。

公共性

理由 修繕箇所が多く、コスト削減は不可。予算自体がない状況。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 予算がなく、改善の余地がない状況のため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

サウンディング調査等で新たなアイディアが出る可能性があるため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

和光市運動場には、修繕が必要な箇所が多く存在するものの、予算が確保できず、対応が進んでいないため。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

86,123 86,134

0 0人

0

0

0

-

89,272

千円 86,123

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

86,147

89,272

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1

一般財源

指定管理者制度を活用し、総合体育館の管理運営を行うことで、効果的かつ効率的な維持管理に加え、民間のノウハウを活かし

たスポーツ教室等の自主事業を実施しており、市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組める

ようになっている。

■令和7年度開館日数　347日　（令和7年度休館日数は18日間）

　（補足）総合体育館の休館日は「年末年始（1月1日から1月3日及び12月29日から12月31日）」及び「原則毎月第四金曜日」と

なっている。

■令和7年度利用人数　212,310人

　メインアリーナ（53,232人）、サブアリーナ（23,642人）、柔道・剣道場（9,958人）、軽スポーツ室（20,288人）、研修会議

室（3,496人）、弓道場（4,828人）、トレーニング室（34,578人）、ランニングコース（522人）、自主事業（コース型教室）

（24,459人）、サービスプログラム（37,307人）

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1235100

347 347 347

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

4スポーツ・レクリエーション活動の推進

日 348

保健体育費

開館日数

目標像

3 枝番号

事業の対象 スポーツ関係団体、スポーツに興味関心のある人

事業の目的

活動概要

市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組めるようになっている。

指定管理者制度を活用し、効果的かつ効率的に総合体育館の管理運営を行う。

なし

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

総合体育館管理運営

体育施設費

事業名

スポーツ振興担当

347

委託業務名

0

款 10 教育費 項 5

部局名 教育委員会 課室名 スポーツ青少年課

人 190,892

民間事業者が持つ運営ノウハウや指導実績を活用することで、多種多様なスポーツプログラムの提供や、利用者のニーズに

即応した柔軟な施設運営が可能となり、市民サービスの向上が図れるため。

単位

総合体育館指定管理料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

347

8年度

86,147

利用人数

5年度 6年度

千円 86,124

86,134

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

208,831 212,310 220,000

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

100.0%

250,000 250,000

0

86,135 86,148

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

利用者は回復途上にあるため、イベント等を活用したさらなる周知・利用促進が重要である。竣工から20年が経過し、市

内最大の避難所という役割を果たすためにも、適切な点検と計画的な老朽化対策が喫緊の課題である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

指定管理者制度を活用した総合体育館の管理運営は、市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的

に取り組む環境づくりに貢献している。したがって、今後も同制度による管理運営を継続する。

A

市の設置・管理責任のもと、指定管理者が実務運営を担う体制である。役割分担は適切になされており、市の

事業として実施することは妥当である。

理由 公平性や料金水準が公的基準で設定され、運営の根幹を条例や協定で行政が担保しているため。

公共性

理由 制度導入後の効率化により、コスト削減は見直し済み。現行の運用が適正である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由
エネルギー管理や自主修繕によるコスト抑制と、自主事業の拡充による収益性向上に努めている。継続的な業

務改善と費用対効果の最適化を図っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

民間ノウハウによる効率化が定着しており、専門的な管理業務が求めらる。他業務との共通性が低いため、単

独での専門運営が最適である。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

30,413 31,246

0 0人

0

0

0

-

49,524

千円 30,413

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

30,873

49,524

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

90

一般財源

指定管理者制度を活用し、アーバンアクア公園の管理運営を行うことで、効果的かつ効率的な維持管理に加え、民間のノウハウ

を活かしたスポーツ教室等の自主事業を実施しており、市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取

り組めるようになっている。

■令和７年度開館日数　335日（令和７年度休館日数は30日間）

（補足）アーバンアクア公園の休館日は「年末年始（1月1日から1月3日及び12月29日から12月31日）」及び「毎月第二、第四木

曜日」である。

■令和７年度利用人数

　野球場（7,666人）、庭球場（8,128人）、人工芝サッカー場（28,769人）、クレーサッカー場（17,308人）、会議室（2,449

人）、フットサル場（8,412人）、ソフトボール場（11,269人）、自主事業（2,676人）

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1235200

335 335 335

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

5スポーツ・レクリエーション活動の推進

日 336

保健体育費

開園日数

目標像

3 枝番号

事業の対象 スポーツ関係団体、スポーツに興味関心のある人

事業の目的

活動概要

市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組めるようになっている。

指定管理者制度を活用し、効果的かつ効率的にアーバンアクア公園の管理運営を行う。

なし

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

アーバンアクア公園（スポーツ施設）管理運営

体育施設費

事業名

スポーツ振興担当

335

委託業務名

0

款 10 教育費 項 5

部局名 教育委員会 課室名 スポーツ青少年課

人 79,606

多様化する市民ニーズに効果的・効率的に対応するため、施設の管理運営に民間事業者の有するノウハウを活用することに

より、市民サービスの向上と経費の節減を図るため。（R6.4.26総務省「指定管理者制度について」を参考）

単位

アーバンアクア公園指定管理料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

335

8年度

30,873

利用人数

5年度 6年度

千円 30,419

31,246

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

92,249 86,677 100,000

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.7%

100,000 100,000

0

31,468 30,963

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

平日・夜間の利用者が比較的少ないため、この時間帯の利用者の増加に向けた取り組みが課題である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

指定管理者制度を活用したアーバンアクア公園の管理運営については、市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーション

に親しみ、自主的に取り組むことができる環境づくりに貢献していると判断できる。このため、継続して、指定管理者制

度を活用したアーバンアクア公園の管理運営を行う。

B

市の最終責任のもと、指定管理者が専門的な実務運営を担う本体制は、役割分担として合理的です。市民サー

ビスと安全性が適切に担保されていることから、市の事業として実施することは妥当である。

理由
公共性の高い料金設定と公平なサービスを提供している。条例や協定に基づき行政が責任を持って担保するも

の。

公共性

理由
業務効率化とコスト削減を徹底している。現行の体制はサービス水準と安全性を維持するための最小限となっ

ている。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由
エネルギー管理や自主修繕によるコスト抑制に加え、ニーズを汲み取った自主事業の展開により収益性を高め

ている。継続的な業務改善にも努めている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

特殊な立地の施設であり、また大規模な公共スポーツ施設であるため連携・統合が難しい。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

58,650 58,650

0 0人

0

0

0

-

60,516

千円 58,650

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

58,650

60,516

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1

一般財源

指定管理者制度を活用し、市民プールの管理運営を行うことで、効果的かつ効率的な維持管理に加え、民間のノウハウを活かし

たスポーツ教室等の自主事業を実施しており、市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組める

ようになっている。

■令和7年度開館日数　325日（令和7年度休館日数は40日間）

（補足）市民プールの休館日は「①年末年始（1月1日から1月3日及び12月29日から12月31日）」、「②毎月第二、第四木曜

日」、「③その他メンテナンス期間」である。

■令和7年度利用人数　87,993人

・一般利用者数：44,023人

・自主事業利用者数：43,970人

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1235300

329 325 328

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

趣味などを通して充実した時間を過ごせる

6スポーツ・レクリエーション活動の推進

日 329

保健体育費

開館日

目標像

3 枝番号

事業の対象 プール利用団体、スポーツに興味関心のある人

事業の目的

活動概要

市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的に取り組めるようになっている。

指定管理者制度を活用し、効果的かつ効率的に市民プールの管理運営を行う。

なし

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

10

目 2

市民プール管理運営

体育施設費

事業名

スポーツ振興担当

328

委託業務名

0

款 10 教育費 項 5

部局名 教育委員会 課室名 スポーツ青少年課

人 76,191

民間事業者が持つ運営ノウハウや指導実績を活用することで、多種多様なスポーツプログラムの提供や、利用者のニーズに

即応した柔軟な施設運営が可能となり、市民サービスの向上が図れるため。

単位

市民プール指定管理料

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

328

8年度

58,650

利用人数

5年度 6年度

千円 58,651

58,650

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

84,852 87,993 85,000

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

100.0%

90,000 90,000

0

58,651 58,651

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

利用者は好調に増加している。自主事業や地域団体と連携したイベントなども積極的に行っており、順調に運営を行えて

いる。令和３年に会館してから５年目となったが、今のところ大きな修繕は発生していない。将来的には、今後の設備の

老朽化に伴い、修繕費用の増加が予想されるため、計画的かつ定期的な設備保全を確実に行うことが求められる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

指定管理者制度を活用した市民プールの管理運営は、市民が身近な場所でスポーツ・レクリエーションに親しみ、自主的

に取り組む環境づくりに貢献している。したがって、今後も同制度による管理運営を継続する。

今後も市民のに多様なニーズに応えられるよう努力すると共に、さらなる一般利用者増加に向けた周知活動に取り組んで

いく。

A

公共施設としての運営に加え、学校教育活動においても活用されていることから、施設管理と教育利用の双方

を一体的に調整できる市が実施主体として適切である。

理由 公平性や料金水準が公的基準で設定され、運営の根幹を条例や協定で行政が担保しているため。

公共性

理由
指定管理者制度の導入以降、民間ノウハウによる人員配置の適正化や業務効率化を徹底しており、自主的なコ

スト削減はすでに限界に達している。市民サービスと安全性を維持する上で、これ以上の削減余地はほとんど

ないため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由
館内設備のエネルギー管理や自主修繕により維持管理コストを抑制するとともに、市民ニーズを捉えた自主事

業（スポーツ教室等）の拡充により収益性を高め、費用対効果の向上に努めているため。指定管理者と定期的

な協議を実施し、業務内容の改善に取り組んでいるため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

民間ノウハウを活用した効率的な管理運営体制がすでに確立されているため。また、プールと保育施設という

二機能を併せ持つ特殊性から、専門的な安全管理や設備保守が必要であり、他の公的機関や事業との業務共通

性が極めて低いため。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある


